
はじめに

中国が２００１年にWTO加盟を実現することは、ほぼ確実であるようにみえる。

現在進行中の関係各国間の最終協議と交渉が順調に進めば、結果はすぐに明らかに

なるはずである。加盟実現によって、１５年前の加盟申請以来続けられてきた、中

国のWTO加盟実現の可能性をめぐる複雑でわかりにくい議論は、ようやく終わり

を告げることになる。他方、加盟実現と共に、中国と世界経済の双方は、共に新た

な課題の始まりに直面することになるだろう。

中国は世界経済のなかで、ますます主導的な役割を果たすようになりつつある。

中国のWTO加盟は重要な意義を持つできごとであり、それがどのような影響を与

えるかは、さらなる分析を必要とする。中国の側は、WTO加盟へ向けて準備を進

める過程で、それが中国の経済にどのような影響を与えるかを注意深く分析するこ

とができてきているようである。だが局外者たる東南アジア地域にとっては、中国

のWTO加盟後に立ち現れる課題に適切に対処するためには、改めて経済・政治の

両面からの分析を行うことが必要である。

ASEAN諸国と中国は１９８０年代の後半以来、驚くべき経済的変化を経験した。

いずれも１９９７年以降のアジア危機発生までは、経済のさまざまな側面にわたり比

類のない高度成長を実現してきた。だがASEANの側では、世界貿易のなかでの

中国のプレゼンスが今後急速に拡大する可能性があることに注目しており、特に

１９９４年の人民元切り下げ以降は、ASEANの輸出競争力への影響に懸念を持つに

至っている。また、中国が世界に対して一層門戸を開きつつあることで、ASEAN
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は外国投資の吸引力を失うことを恐れるようになってきている１。

ASEANと中国の間の相互依存関係の深まりと共にASEANは、ASEAN自身

の中国に対する位置づけを再検討することを迫られている。ASEAN側がもっとも

懸念するのは、中国が正式にWTOに加盟することで、商品・サービスの貿易と投

資の両面の比較優位性が、どのような影響を受けるかということだろう。ASEAN

の受けるプラスとマイナスの影響を分析するにあたっては、グループとしての

ASEAN全体が受ける影響と個々の国々が受ける影響の双方を注意深く分析する必

要がある。

第１節 東アジア経済ダイナミズムのなかのASEANと中国

ASEANと中国はいずれも、東アジアのなかで重要な地域とみなされている。い

ずれも自然資源に富んでおり、また１８億人近い人口を擁している（表１参照）。一

部の国を例外として、ASEANは全体として、中国に比較して長い門戸開放の伝統

を有しており、ASEANの貿易規模は中国のほぼ２倍に達している。しかし中国

は急速な変革を通じて、東アジア地域ひいては世界との関係の緊密化を実現しつつ

ある。中国のGDPはすでにASEANを上回っているが、一人あたりGDPベースで

はASEANが依然優位に立っている。

１９８０年代後半、ASEANと中国は従来の成長の極としての東アジア経済――日

本とアジアNIEs――の隊列に加わった。両者の成長が本格化するとともに、東ア

ジア地域は全体として、他の地域との比較で、高度成長を実現する見込みが高い地

域とみなされるようになってきている。アジア危機の発生した１９９０年代末まで

に、ASEANと中国は幅広い領域にわたる高度成長と急速な工業化の波を何度か経

験してきた。ASEANと中国の経済的活力は、地域全体の経済の活性化に貢献して

きているといえよう。

１９９７年のアジア危機発生以来、東アジアがいかにして長期的な経済成長のダイ

１ 人民元は１ドル８．２～８．３元前後のレートで事実上米ドルにペッグされており、商品・

サービスの取引を伴う経常勘定に関してのみ交換可能となっている。
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ナミズムをとりもどすべきかについて、活発な議論が行われてきている。危機は

ASEANのほとんどの国々に及んだため、多くの人々の目が中国に向けられるよう

になった。中国がアジア危機のさなかに人民元の切り下げに踏み切るかどうかに注

目が集まった時期もあった。結局中国は、危機的な状況が収束するまでのあいだ自

国通貨のレートを維持し、それは結果的に地域全体が一層深刻な事態に陥ることを

防ぐうえで役立ったのだった。

アジア危機をきっかけとして、東アジアの経済的ダイナミズムをめぐる議論のな

かで、ASEAN諸国と中国の将来に関わる新たな問題が提起されるようになった。

危機に先立つ数十年、東アジアは高度の成長を遂げてきており、ある程度の減速は

不可避であるとみられている。シンガポールを例外として、危機にさらされた

ASEANの国々はいずれも、自国経済に対する信頼を回復することを迫られてい

表１ 中国とASEAN１０カ国の基本指標（１９９９年１）

人 口
（１００万）

面 積
（１０００�）

ＧＤＰ
（１０億
US＄）

１人当
りGDP
（US＄）

実 質
ＧＤＰ
成長率
（％）

輸 出
（１０億
US＄）

輸 入
（１０億
US＄）

対 外
開放度
（輸出＋
輸入／
ＧＤＰ）

消費者
物 価
上昇率
（％）

中 国

ASEAN‐１０

ブ ル ネ イ

インドネシア

マレーシア

フィリピン

シンガポール

タ イ

ベ ト ナ ム

カンボジア

ラ オ ス

ミャンマー

１，２５１

５０８．８
（総計）

０．３

２０４．０

２２．２

７５．２

３．８

６１．５

７８．１

１１．４

５．０

４７．３

９，６００

４，４８２
（総計）

６

１，９０５

３３０

３００

１

５１３

３３２

１８１

２３７

６７７

９６４

５６７
（総計）

５

１４２

８１

７６

８８

１２６

２７

３２

１２

１８２

７６８

１，１１４
（平均）

１５，３１３２

６８３

３，５６７

９８７

２７，３４１

２，０４４

３３６

２３９２

２６１２

３８１２

７．５

３．４
（平均）

０．６

０．０

４．５

３．０

５．５

４．０

４．５

１．３２

４．０２

６．２２

１９２

３５０
（総計）

２２a

４７

８４

３５

１１３

５６

１１

１２a

０２

１２

１６７

２９６
（総計）

２２a

２４

６３

３２

１１０

４８

１４

１２a

１２a

１２a

３７

１１４
（平均）

８６

５０

１８０

９０

２５０

８０

９０

８０

７１

１１

‐１．４

１７．４２
（平均）

０．４２a

１８

３．５

８．０

０．４

‐１．０

４．０

‐０．８

‐９１．０２

５１．５２

注：１１９９９年の推計値。
２１９９８年。
２a 貿易相手国側データなどを含む各種データによる推計。

出所：EAEP (2000), East Asian Economic Perspectives : Recent Trends and Prospects for Major
Asian Economies, February, Tokyo, Vol.11, Special Issue
APEC Economic Committee (1999), 1999 APEC Economic Outlook, Singapore
Direction of Trade Statistics Quarterly, February 2000 and December 1999
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る。他方中国は危機の荒波を乗り切ったようであり、高い成長率を維持している。

他の東アジア諸国に目を向ければ、日本は東アジア全体にとって、依然として抜

きん出た重要性を備えた国である。だが、１９９０年代の日本の成長鈍化は、日本自

身だけでなく東アジアの他の諸国、特にASEAN諸国に、大きな影響をもたらし

た。日本の多国籍企業は貿易と直接投資を通じて、周囲の東アジア・東南アジア諸

国の高度成長に貢献してきた。しかし日本の多国籍企業の財務状況は、危機の及ん

だ諸国に所在する現地法人や支社の救済のため融資や資本注入の実施を余儀なくさ

れたことで悪化した。日本経済が本格的な回復を迎えることは、日本自身だけでな

く、ASEANを含む多くの東アジア諸国にとって重要である。

アジアNIEsのなかで韓国は、アジア危機に直撃された国の一つであるが、その

後は経済回復に成功した国に数えられるようになった。だが韓国は、公的部門や銀

行、財閥などの民間部門の改革に関わる数多くの課題を抱えており、域内における

地位の低下を免れなかった。一方台湾は、東アジア経済の動揺にも関わらず成長を

持続しており、相対的に良好なパフォーマンスを示している。これに対して香港

は、域内経済の動揺によって大きな打撃を受けた。これは、香港のサービス部門が

域内諸国の経済に大きく依存しているためである。もっともその後香港は、比較的

順調な回復を遂げてきている。

危機の発生から数年が経過するとともに、東アジア域内の経済成長格差がしだい

に表面化してきた（表２）。

日本とアジアNIEsをしばらく置くとして、ASEANと中国の間の成長格差が今

後も続けば、中国の経済力がASEANを上回ることになる可能性がある。中国が

現在のような高い成長率を維持しているかぎり、ASEANが中国、あるいは

ASEANを除く東アジアの成長地域全体に追いつくことはかなり難しくなる

かもしれない。だが、別の見方によれば、中国の経済成長によってASEANの個

別の国々は大きな課題に直面することになるものの、東南アジア地域全体は成長面

でプラスの影響を受けるとされている２。

２ シンガポールのヤオ貿易相は最近、次のように述べた。「中国の成長は東南アジア地域

に繁栄をもたらすだろう。中国が経済的繁栄を持続すれば、東南アジアに与える影響

は劇的なものになろう……。中国の成長は東南アジア諸国に新たな課題を突きつけるこ

とになるだろうが、全体的な影響は大きなプラスであるといえよう。」Bangkok Post、

２０００年１２月２９日。
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第２節 ASEANと中国の相互依存関係の深化

アジア危機が発生する前まで東南アジア地域は、成長する東アジアの一員とし

て、環境の変化に適応する能力を備えているように思われた。それまで十年以上に

わたって、東南アジアの域内各国は、高い経済成長率、一人あたり所得の上昇、急

速な工業化、そして世界経済との統合の進展など、際だった実績を示してきた。最

初に発展を遂げたアジアNIEsグループに属するシンガポールに続いて、ASEAN

の他の３か国――マレーシア、タイ、インドネシア――は、域内新興経済の第二

世代として頭角を現した。１９８０年代始めまでには、これらの国々の貿易と投資の

パターンは工業製品輸出の伸長と共に急速な高度化を遂げた。１９９０年代前半まで

には、成長のプロセスはフィリピンや、さらには体制移行のさなかのベトナムにも

及ぶようになった。

表２ ASEAN６カ国と中国のGDPと成長率

１９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９＊

経済成長率（自国通貨建ての実質GDP成長率）

インドネシア

マレーシア

フィリピン

シンガポール

タ イ

ベトナム

中 国

３．５

‐１．１

‐７．３

‐１．６

４．７

－

１３．５

６．０

１．１

３．４

５．５

５．６

２．３

８．８

５．３

５．４

４．３

９．５

９．５

３．７

１１．６

６．４

９．９

６．８

１３．３

１２．３

６．０

１１．３

９．１

９．１

６．２

１２．２

１２．２

４．７

４．１

９．０

９．０

３．０

１１．２

１１．２

５．１

３．８

９．０

９．６

‐０．６

８．６

８．６

６．０

９．２

７．２

８．９

０．３

８．１

８．１

８．７

１４．２

７．３

９．９

２．１

８．４

８．４

８．１

１３．５

７．５

９．２

４．４

９．０

９．０

８．６

１２．６

８．２

９．８

４．７

９．０

８．９

９．６

１０．５

７．８

１０．０

５．９

６．０

６．０

９．４

９．６

４．７

７．５

５．２

‐１．８

‐１．８

８．２

８．８

‐１３．２

‐７．５

‐０．６

‐１０．４

‐１０．４

５．８

７．８

０．０

４．５

３．０

４

４．０

４．５

７．５

１０億米ドル（名目）換算のGDP

インドネシア

マレーシア

フィリピン

シンガポール

タ イ

ベトナム

中 国

８７

３２

３１

１８

３９

－

３０５

８０

２８

３０

１８

４３

２８

３９５

７６

３２

３３

２０

５１

３８

３２１

８９

３５

３８

２５

６２

２７

４０１

１０１

３９

４３

３０

７２

７

４４９

１１４

４４

４４

３７

８５

７

３８８

１２８

４９

４５

４３

９８

８

４０６

１３９

５９

５３

４９

１１１

１０

４８３

１５８

６７

５４

５８

１２５

１３

６０１

１７７

７４

６４

７０

１４５

１６

５４３

２０２

８９

７４

８４

１６８

２１

７００

２２７

１０１

８３

９２

１８２

２５

８１６

２１６

１００

８２

９６

１５１

２８

８６８

９４

７２

６５

８４

１１２

２６

９５９

１４２

８１

７６

８８

１２６

２７

１，０１６

出所：EAEP(2000), East Asian Economic Perspectives : Recent Trends and Prospects for Major
Asian Economies, February, Tokyo, Japan, Vol.11, Special Issue

注：＊推計値。
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ASEANが目指しているのは、東南アジア１０カ国がいずれも高度成長の軌道に

乗り、貿易と投資を通じた繋がりが域内のすべての国・地域の経済に及ぶようにな

ることだ。このような外向的地域経済への途は、決して平坦ではない。そのために

は、比較優位性の変化に対して不断に適応していくことが不可欠である。これまで

ASEANはもっぱら、外国資本の流入と労働集約型輸出産業の発展に有利な環境を

整えることに意を注いできた。だが、発展が一定の段階に到達すると共に、マレー

シアやタイがこれまで依存してきたような伝統的な労働集約的輸出産業は競争力を

失い、域内の他の経済への移転が不可避になってきている。同時にこれらの国々の

産業構造は、資本集約的で技術的に洗練された産業部門への転換が進んでいる。こ

うした構造調整に伴って直接投資の流れが生まれ、域内経済間の資本移動と中間財

の貿易が活発化している。

ASEAN内部の貿易と生産のパターンの変化は、特にアジア太平洋地域の構造変

化と密接に結びついている。従来ASEANは地理的に近接している日本、アジア

NIEs、中国に注意を向けてきたが、特に注目しているのは中国が国際競争上どの

ような地位を占めるかという問題である。ASEANは中国が１９７８年に改革政策を

開始するまで、中国との間の相互依存関係の問題をあまり認識していなかった。以

来、中国は外向型経済への転換を着実に進めてきている。１９７９年に中国は外国直

接投資に対して門戸を開いた。貿易政策は、輸出向け生産を奨励する方向に大きく

転換した。同時に、沿海地域の発展を促進する政策が採用され、またさまざまなイ

ンセンティブを通じて外国直接投資が奨励されるようになった。さらに、人民元は

主要な東アジア通貨に対して、実質上大幅に切り下げられるようになった３。

貿易政策の改革によって、中国と世界との経済関係も劇的な変化を遂げた４。

１９８０年代から１９９０年代にかけて、世界の商品貿易に占める中国のシェアは大幅に

上昇した。同時に、貿易依存度は一貫して増大してきている５。また、中国の貿易

パターンも大きく変化し、比較優位性に沿ったものになってきている。こうした変

３ Fukasaku, Kiichiro and Henry-Bernard Solignac Lecomte, (1996), “Economic Transition

and Trade-Policy Reform : Lessons from China”, OECD Development Centre, Techni-

cal Paper No.112, Paris, p.13.
４ Garnaut, Ross and Ligang Song (eds) (1999) China Twenty Years of Reform, Asia Pacific

Press, Canberra.
５ 貿易依存度は商品輸出額と輸入額の単純平均を名目GDPで除したものと定義される。
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化は、中国の輸出の品目別構成にも反映されている。今や中国の商品輸出のうち、

５分の４を工業製品（SITC５～８）が占めるようになっているのである。重要輸

出品目も、主力である労働集約的製品６から一部の資源加工品７や新しい分野に属す

る製品８まで広がってきている。

貿易規制が緩和され、分権化されたことで、中国が特定の分野に持っている強い

比較優位性が存分に発揮されるようになり、域内後発諸国に対する先行諸国の反応

によって高度化が進展するという東アジア域内経済の「キャッチ・アップ」のプロ

セスに、中国もうまく組み込まれるようになった。Rana［１９９０］９やFukasaku

［１９９２］１０らの先行研究によれば、これら東アジア域内諸国は、同じカテゴリーに属

する産業分野で競争する傾向があるとされる。また、中国の貿易パターンはアジア

NIEsとは補完的であるが、ASEAN諸国とはむしろ競合的な関係にあるというこ

とも示されている。

事実、１９９０年代初に多くのメンバー諸国がアメリカ、EU、日本などの主要先進

国市場で一部の労働集約的工業製品の比較優位性を失うに及び、ASEANはようや

く中国の動向を注視するようになった（表３）。

東アジア域内経済の間で貿易と投資を通じた相互依存関係が強化されてきている

ことは、いくつかの研究により示されている（Petri［１９９５］、Lloyd［１９９６］）１１。

ASEANと中国の場合、１９９３年以来ASEANは、中国への外国直接投資流入額が

ASEANへの流入額を上回るという事態に直面しており、９０年代末までには前者

は後者の２倍に増大した。中国に流入する直接投資は輸出志向の業種に向かう傾

向が強く、結果として中国の輸出を押し上げる効果をもたらしている。一方、

６ 衣服及びその他の服飾品、家具、革製品を指す。
７ 非金属鉱産物、石炭、食品を指す。
８ 電子機器、通信機器、電気機械・機器、金属製品、プラスチック製品、精密機器を指

す。
９ “Shifting Comparative Advantage among Asian and Pacific Countries” The International

Trade Journal, Vol4, No.3, pp.243-258.
１０ “Economic Regionalization and Intra-Industry Trade : Pacific-Asian Perspectives” Tech-

nical Paper No.53, OECD Development Centre, Paris, February.
１１ 東アジア地域の貿易・投資シェア上昇につながった主な要因として、少なくとも以下

のものが指摘できる。高い成長率、域内貿易障壁の削減、サブ地域レベルの特別区（sub

-regional economic zones）での貿易・投資促進措置、輸送コストの削減など。
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１９９７年の危機発生以降のASEAN向け投資は、もっぱら合併・買収に向けられて

いる。現在のところASEANと中国は、人口一人あたりの直接投資導入額ではお

おむね同等の水準にあるとみられる。だが、ASEANと中国の間で貿易・投資の両

面の競合が発生することを示す兆候もみられる。中国がWTO加盟を実現したあか

つきには両者の競合がどのように展開するか、さらに分析を進める必要がある。

表３ 中国とASEANの主要な輸出相手国 （単位：％、USドル）

ＵＳＡ ＥＵ 日本 ＡＳＥＡＮ 世界

中国

１９９１ ８．６ ９．９ １４．３ ６．２ １００．０（７１．９）

１９９２ １０．１ ９．４ １３．８ ５．５ １００．０（８４．９）

１９９３ １８．７ １３．５ １７．３ ５．８ １００．０（９１．０）

１９９４ １７．７ １２．７ １７．３ ５．９ １００．０（１２１．１）

１９９５ １６．７ １２．９ １９．１ ７．０ １００．０（１４８．８）

１９９６ １７．７ １３．１ ２０．４ ６．８ １００．０（１５１．２）

１９９７ １７．９ １３．０ １７．４ ７．０ １００．０（１８２．９）

１９９８＊ ２０．７ １５．３ １６．２ ６．０ １００．０（１８３．７）

１９９９＊ ２１．５ １５．５ １６．６ ６．３ １００．０（１９５．２）

ASEAN

１９９１ １８．６ １５．３ １８．３ １９．３ １．９ １００（１６２．９）

１９９２ ２０．０ １５．５ １６．７ ２０．２ ２．１ １００（１８３．０）

１９９３ ２０．２ １４．５ １５．８ ２１．３ ２．４ １００（２０８．８）

１９９４ ２２．４ １５．２ １６．２ ２６．２ ３．０ １００（２３０．６）

１９９５ １８．９ １３．７ １４．４ ２２．９ ２．７ １００（３１７．４）

１９９６ １８．９ １４．１ １５．１ ２０．８ ２．９ １００（３３９．７）

１９９７ １６．９ １３．１２ １２．３ ２４．５ ２．８ １００（３５１．６）

１９９８ n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. １００ n.a.

１９９９ n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. １００ n.a.

出所：Direction of Trade Statistics Yearbook, 各号
* The World Trade Atlas, China Edition, December１９９９．
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第３節 中国のWTO加盟と予想されるASEANへの影響

中国のWTO加盟は、著しく長い交渉のプロセスを経て、ようやく実現されよう

としている。加盟諸国の承認を取り付けるために中国は、二国間交渉で合意された

事項を実行に移し、経済環境と貿易政策の大幅な変更を実現していくことを迫られ

る。これまでも中国は、平均関税率を大幅に削減し、多くの非関税障壁を撤廃し、

輸出補助金を削減ないし撤廃するなど、WTO加盟のための準備を着実に進めてき

た。サービス貿易の分野でもかなりの進展が実現している。すでに取り交わされた

合意や承諾に加えて、中国は他の交渉参加国の個別の関心領域で相手国を満足させ

なければならない。

多くのASEAN諸国は中国との貿易に関連して、特定の関心事項を有してい

る。ASEAN５を構成するインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポー

ル、タイの各国は、二国間交渉の際にそれぞれの関心分野で一定の成果をあげた。

中国にいっそうの経済開放を約束させることで生み出された新しい市場機会は、

ASEAN諸国を含むすべてのWTO加盟国にもたらされる。だが、新しい機会と共

に、貿易構造が中国に近いASEAN諸国のような発展途上国にとっては、新しい

課題ももたらされることになるのである。多くのASEAN諸国が特に懸念してい

るのは、中国がWTO体制に全面的に組み込まれることで、自国の輸出と外資吸引

力が影響を受ける可能性が高いという点である。

中国は他のすべてのWTO加盟諸国と同様の義務と権利を与えられることにな

る。中国のWTO加盟に関する費用便益分析（Cost-Benefit Analysis）１２によれ

ば、便益（Benefit）として挙げられるのは中国の輸出環境の安定化と市場の拡大

であり、さらには中国が貿易面でより有利な待遇を享受できるようになること、新

しい国際的な貿易ルールの制定に参加できるようになることなどであり、これは中

国の国内企業の発展と競争の促進に役立つと考えられる。一方、費用（Cost）と

しては、政府にとって経済政策上の裁量の余地が狭められること、自国独自の開発

政策の役割が低下することなどが指摘される。中国が将来WTOの中でどのような

１２ New Chinese Academy of Social Sciences Report : China After WTO Entry,（未公刊）。
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役割を果たすようになるのか、例えば中国の加盟によってWTOの紛争裁定にどの

ような影響があるか、などの問題は、ここでは考慮されていない。

世界全体にとっては、輸入・輸出の両面で貿易大国として台頭しつつある中国が

WTOの枠組みに組み込まれることで、一層開放的な世界貿易体制が立ち現れるこ

とが期待される。事実、中国からASEANへの輸出はASEANから中国への輸出

を上回っており、ASEANの対中貿易収支は一貫して赤字である（表４）。

中国とASEANの経済には一定の補完性があるため、中国の市場が一層開放さ

れれば、一部の品目に関してはASEANから中国への輸出拡大につながる可能性

がある。中国がWTOのルールの下に置かれることで、ASEANにとっても中国と

の貿易・投資関係を一層拡大するチャンスがある。ASEANと中国の間の投資交流

は、農産物、飼料、自動車、機械などの業種で、二国間貿易を補完する形でここ数

年拡大してきている。

中国の貿易・投資の両面での市場開放に伴って二国間レベルでの機会は増大する

ものの、ASEAN諸国の一部は中国と競合する品目や市場を有するため、ASEAN

の側の懸念は増大している。ASEAN側の懸念が現実味を帯びているのは、特に次

の二つの側面である。

①第三国の輸出市場では、労働集約的製品以外にも広範な品目で中国との競合が

生じることで、ASEANの輸出が影響を受ける可能性がある。現時点で具体的な影

響を推し量ることは難しいが、第三国の輸出市場では、価格の低廉さや製品の信頼

表４ ASEANと中国の間の二国間貿易 （単位：１０億USドル）

中国の対ASEAN輸出 ASEANの対中国輸出

１９９１ ４，４５５ ２，５８６

１９９２ ４，６６６ ３，１５４

１９９３ ５，３４３ ３，７８４

１９９４ ７，１６６ ５，０８９

１９９５ １０，４７５ ６，８３８

１９９６ １０，３１８ ８，５６８

１９９７ １２，７０３ ９，７５６

１９９８ １１，０３４ n.a.

１９９９ １２，２８０ n.a.

出所：Direction of Trade Statistics Yearbook,各号。
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性などの面での競争が、一層激しくなる可能性がある１３。

②中国が一層有望な直接投資先として台頭すると共に、ASEANへの投資が減少

する可能性がある１４。ASEANの側で適切な対策が講じられなければ、中国の

WTO加盟によって、直接投資はさらに分散することになるだろう１５（表５）。

第三国市場へのASEANの輸出をめぐる問題については、ASEANと中国はす

でに一部の主要品目で、国際市場の重要なプレーヤーになってきている。ASEAN

は植物油（世界輸出の約５分の１）や「その他の農産物」（世界輸出の約１５％）の

１３ これはASEANと中国の輸出の代替弾力性と、WTO加盟の結果として生じる、第三国

市場への中国の輸出価格の低下に依存している。次の資料を参照。AEAN Secretariat

(2000), “China’s Membership in the WTO and Its Implications for ASEAN” Novem-

ber（未公刊）．
１４ 中国が一層開放的な貿易・投資政策を採るようになり、投資規制の透明度を高め、知

的所有権の保護やウルグアイ合意にうたわれたその他の条件を遵守するよう努め

れば、外国投資の対象としての魅力は向上すると予想される（ASEAN Secretariat

[２０００] を参照）。
１５ １９９２年以降、中国向け外国直接投資はASEAN向けを上回っており、近年ではASEAN

向けの2倍の規模に達している。

表５ ASEAN１０カ国と中国の直接投資状況 （単位：１０億ドル）

ASEAN‐１０へ
の直接投資

中国への直
接投資流入

ASEAN‐１０の
対外直接投資

中国の対外
直接投資

発展途上国
への流入

全世界の直接
投資受け入れ

１９８２－８７
１９８８
１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

３．１
７．０
７．５
１１．７
１２．５
１４．３
１６．０
２０．４
２３．７
２９．６
２７．６
１９．５
１６．２

１．３
３．２
３．４
３．５
４．４
１１．２
２７．５
３３．８
３５．８
４０．２
４４．２
４５．５
４０．４

０．２１

０．１１

０．９１

１．５１

１．３１

１．５１

４．６
８．２
１０．３
１２．５
１２．２
－０．４
６．１

０．３
０．９
０．８
０．８
０．９
４．０
４．４
２．０
２．０
２．１
２．６
２．６
２．５

２４．７２

２４．７２

２４．７２

４１．７
４９．６
７３．０
７８．８
１０４．９
１１１．８
１４５．０
１７８．８
１７９．５
２０７．７

６７．５
１５９．１
１９６．１
２０７．９
１６２．１
１５８．４
２４７．４
２５６．０
３３１．８
３７７．５
４７３．６
６８０．１
８６５．５

注：１シンガポールとタイのみ。
２１９８２－１９９０年の平均。

出所：World Investment Report各号。
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輸出に優位性を持っている。他方中国は、繊維・アパレルの輸出で世界最大のシェ

アを誇っており（世界輸出の約５分の１）、他の工業製品でもかなりのシェアを有

している（世界輸出の８％前後）。全体としてみれば、アメリカ、EU、日本の３

つの市場で、ASEANのシェアは依然として中国を上回っている（表６）。

ASEANの輸出は食品、植物油、「その他の農産物」、電子製品、機械などの品目

でかなりのシェアを占めている。他方中国の輸出は、繊維・アパレルや「その他の

工業製品」（玩具、遊技用品、運動用品、家具など）の品目に関して、特に日本と

アメリカの市場で相当のシェアを有している。

事実、繊維・アパレルや「その他の工業製品」は、中国の輸出の３分の１以上を

占めており、１９９０年代後半以降の巨額の貿易赤字に大きく貢献している。ASEAN

のアパレル輸出はマーケティング・流通や競争力効果などの要因のために、中国に

比べて競争力が劣ってきている１６。ASEAN諸国と中国の輸出構成を品目別に検討

してみると、中国では綿製品がかなりの比重を占めるのに対して、インドネシア、

マレーシア、シンガポール、タイでは人造繊維製品が比較的高い比重を占めてい

る。フィリピンの場合はニット製品の比重が高い。１９９０年代半ば以降、中国は世

界最大のアパレル輸出国となっており、しかもその市場シェアはさらに上昇しつつ

１６ CNS分析による。ASEAN Secretariat（２０００）を参照。

表６ ASEANと中国の一部品目の市場シェア
（アジア危機シミュレーションの結果による） （単位：％）

ＵＳＡ ＥＵ 日 本

品 目 ASEAN 中 国 ASEAN 中 国 ASEAN 中 国

食 品
植 物 油
その他の農産物
採掘産業産品
繊維・アパレル
化 学
自 動 車
電気・機械製品
その他の工業製品
サービス
計

１２．６
３３．７
２６．６
１．４
１２．９
４．０
１．２
１５．２
７．１
７．０
８．８

２．４
０．３
１．９
１．０
２０．６
４．６
０．８
５．８
１５．０
９．６
７．６

１．９
１２．５
７．５
１．１
４．２
０．９
０．４
４．１
２．４
４．２
２．９

０．５
１．２
１．５
０．６
８．７
１．３
０．１
３．０
４．１
３．２
２．７

１５．６
１３．４
２６．４
２２．０
９．４
１０．３
１．１
２１．０
１４．０
１６．８
１６．３

８．２
５．６
８．１
３．７
５５．９
６．０
１．３
１０．１
１７．２
７．４
１１．３

出所：http : //www.asean.or.id/secgen/articles/rt_carir.htm

１４２



ある。WTOへの加盟とともに、中国は世界のアパレル市場での地位を一層固める

ことになる可能性が高い。

ASEANにとって脅威となる、伸びが大きい労働集約的な輸出品目としては、機

械・電子製品類が挙げられる１７。この輸出品目には、録音・再生機器、テレビ、及

びその部品・付属品などの電子機器・通信機器類が含まれている。これらの品目は

多くのASEAN諸国にとって、有力な輸出品目である。シンガポール、マレーシ

ア、フィリピンは機械・電子製品の輸出に大きく依存している１８。他方、インドネ

シアとタイの場合、輸出品目は比較的分散している。中国は低廉な労働コスト・土

地コストを武器に、この分野の輸出で高い実績を上げてきている１９。だが中国の輸

出製品は低付加価値で輸入部品の比率が高いものが多く、通信機器の場合にみられ

るようにアメリカや日本の多国籍企業が関与していることが多い。事務用情報処理

機器は、従来ASEANでもっとも進んだ工業国であるシンガポールの主力輸出品

目だった。だがここでも中国は、国の電子製品輸出全体に占める事務用情報処理機

器の比重でも、アジア全体の事務用情報処理機器輸出に占める比重でも、急速にシ

ンガポールに追いつきつつある。

結局のところ、ASEAN諸国のアパレルと電子製品の輸出の退潮は、避けがたい

ようにみられる。対照的に、中国はこれらの品目の輸出を大幅に伸ばしつつある。

WTO加盟によって中国の労働集約的製品の比較優位性は、強化されるだろう。一

部の農産物や輸送機械などの品目でも、ASEAN諸国は中国との一層厳しい競争に

直面することになる可能性がある。こうした問題にも関わらず、インドネシア、マ

レーシア、タイなどのASEAN諸国が全体として好調な輸出パフォーマンスを維

持できているのは、もっぱら農産物と自然資源関連製品の輸出が好調であることに

よっている２０。他方、フィリピンやシンガポールの総輸出に対する負の影響は、特

に電子製品などの品目で表面化している。WTO加盟とともに、技術集約的業種の

１７ この品目の輸出に占める中国のシェアは１９８６年の２．８２％から１９９８年には２３．７％に上昇

している。ASEAN Secretariat（２０００）を参照。
１８ 機械・電子製品の輸出は、それぞれの国の輸出全体の５０％以上を占めるに至ってい

る。
１９ ASEAN事務局による最近の研究は、ASEANと中国の輸出上位１０品目のスピアマン順

位相関係数（SRC係数）を計算している。これによれば、タイと比較してフィリピン

の輸出は、中国と競合性が高い。一方、インドネシア、マレーシア、シンガポールの

全体的な輸出構造は、中国と補完的である。

第７章 中国と東南アジアの経済的相互関係
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中国への生産移転が一層進展すると考えられる。

直接投資の面でのASEANの懸念についてみると、１９９２年以降、中国への直接

投資はASEANを大幅に上回っている２１。ASEAN諸国で生じた危機の影響は、過

去数年の対内直接投資の急減という形で現れている（表５）。少なくとも短期的に

は、ASEANへの直接投資の見通しは定かではない。一方、中国への直接投資の勢

いは未だ衰える兆しがない。ASEAN諸国は、ASEANへの投資の落ち込みと北東

アジア向け投資――特に中国向け投資へのシフトという現象に注目している。

これまでASEANは、電子・情報技術関連、化学・石化、自動車・自動車部品

など、広範な業種にわたって多国籍企業の投資を誘致することに成功を収めてき

た。だが、危機の影響は直接投資導入の現象となって現れている。事実、危機後の

ASEAN諸国では、直接投資はもっぱら既存企業の合併・買収（M&A）という形

をとるようになっている２２。全体としてみても、危機はこの地域の直接投資の分布

図を塗り替える大きな要因となった。中国がまもなくWTOに加盟し、それに伴っ

て今後数年の間に国内の改革がさらに進展すれば、これまでもっぱら軽工業、不動

産、消費財などの分野で成功を収めてきた外国企業は、ハイテク分野で新しい事業

に乗りだすことに一層積極的になるだろう。

こうしたマクロ的な要因とは別に、直接投資の動向を左右するさらに決定的な要

因を見極めることが重要である。中国のWTO加盟が、直接投資の流れの分散とい

う点でASEANにとって脅威となる可能性はある。問題は、ASEANが特に重視

する業種でいったいどのようなことが起きるかである。

２０ インドネシアの木材、紙及び紙製品、植物油の輸出は、アパレル及び皮革製品の輸出

減少を補ってあまりある。マレーシアについては飲料及びたばこ製品、合成ゴム、プ

ラスチック製品、パルプ・紙、植物油などの輸出が、中国との競争の負の影響を相殺

する主力になるだろう。タイの輸出の高い伸びは、植物油及び脂肪、繊維、木材製

品、紙及び紙製品の輸出の伸びによっている。
２１ 直接投資受入額に占める中国とアジアNIEsのシェアは、１９９０年代に急速に上昇した。

１９９２年時点での中国の世界シェアは、１９８６～９０年の期間の平均のほぼ４倍となった。

同じ期間にアジアNIEsのシェアは６割上昇した。Yasheng Huang, (1998), FDI in China,

Institute of Southeast Asian Studies, Singapore p.2.
２２ M&Aは銀行、不動産、小売業、製造業などあらゆる業種にわたっている。
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第４節 中国WTO加盟後のASEAN・中国関係の新展開と協力の可能性

東アジア地域はアジア危機後の調整を経て、今や新たな発展の局面に入った。中

国の台頭とまもなく実現するWTO加盟は、地域全体が検討するべき新しい事態を

もたらすことになる。多くのASEAN諸国は近年危機の影響で経済が弱体してい

るために、中国のWTO加盟によって貿易・投資・技術移転などの面で競争が激化

することを懸念している。

一方、中国市場の対外開放が一層進展し、中国と世界経済の一体化が進むこと

で、新たなチャンスが生まれるという側面もあるのだ。

大多数の国々は、中国がWTOのルールの枠組みに適合を迫られることが自国に

どのようなメリットとデメリットをもたらすかについて、比較秤量を行っている。

ASEAN諸国が注目する必要があるのは、中国は膨大な人的資源の蓄積を抱えてお

り、そのため中国との比較では、大部分のASEAN諸国の単位あたり労働コスト

は相対的に高くなってしまうという点である。流通・生産活動が集中する沿海部の

主要な経済集積地を除いて、この十年間平均賃金がほとんど上昇していないという

点からみても、中国の相対的資源賦存のパターンは明らかである。ASEANの場

合、シンガポールが労働力不足であるのに対してインドネシア、フィリピン、ベト

ナムは労働余剰状態にあるなど地域間格差が大きく、それに応じて賃金水準も大き

く異なっている。

中国のWTO加盟後に国際的な競争・分業関係がどのように変化するか、それが

ASEANと中国の間の相互依存関係にどのような影響をあたえるか、興味が引かれ

るところである。東アジア全体の発展に影響をあたえると考えられる重要な要因の

一つは、中国が地域経済に組み込まれると共に、先行経済から後発経済に至る生産

と技術の階層的分布のパターンが、再調整を迫られる可能性があるという点であ

る。東アジアは従来の雁行形態モデルから、一国単位よりも国境を越えた地域単位

で経済システムが構成されるような、複雑に統合された生産ネットワークに移行す

ることになる可能性がある２３。

今まさに、国境を跨ぐ複数の成長の極と生産の軸が形成されつつある。これは、

企業が生産・供給の連鎖（Production and Supply Chain）を再編成し、川上の

第７章 中国と東南アジアの経済的相互関係
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生産設計への統合を進める動きと、関連しあっている。中国はこの機会をうまくと

らえており、沿海地域から中部地域へ工業発展を拡大しつつある。世界レベルでの

巨大な生産ネットワークの形成は、長期的にみて中国の製造業とサービス業にメリ

ットをもたらすことになるだろう。マレーシアやタイなどのASEAN諸国は、こ

うした新たな発展に適応していくためには、生産性の向上、創造的な技能の向上、

ベンチャー・キャピタルへのアクセスの改善などに努める必要がある２４。

中国の人口の大きさと市場のダイナミックな発展を考慮すれば、ASEANを含む

大部分の国は、WTOへの統合過程にある中国の重要性に注意を向けないわけには

いかないだろう。中国はWTO加盟諸国の要求を満たすためには、いつくかの領域

で一層の対外開放を進めなければならない。貿易・投資体制の開放は一層進むこと

になるだろう。進展は急速になるとみられるが、同時に現在予期されているよりも

複雑なプロセスになる可能性がある。中国がWTO体制のなかでどのように行動す

るか、中国の存在を前提として貿易紛争の裁定がどのように進められるべきかな

ど、新たに検討されるべき課題は多い。投資規制に関連して、地方政府が中央政府

の政策を果たしてどれだけ遵守するかという問題もある。中国に投資する多くの

ASEAN系企業は、中国との間でさまざまな投資関連の紛争を抱えている。だが中

央政府は、地方レベルで生じているこうした紛争に、有効な解決手段を提供するこ

とができていない。

要するに、ASEANはWTO体制に組み込まれた中国の存在という新しい現実

に、自らを適応させていくことを迫られているのだ。このような状況で何をなすべ

きか、優先目標を定めることが、ASEANの経済の目下の課題である。熟練度の低

い余剰労働力を抱える国々は、さまざまな制約に直面しつつ、外国直接投資の誘致

のためには、新たな状況への適応に取り組んでいく姿勢を示す必要がある。シンガ

２３ 新たに「集積回路モデル」（Integrated Circuit Model）とでもいうべきものを考えるこ

ともできよう。次の資料を参照。Saker, Neil (2000), “The Post-crisis recovery and struc-

tural changes in the Asia Pacific region” paper presented at the international confer-

ence on” The New Euro-Asia Pacific Partnership : Challenges of Integration, ICT and

SMEs,” organized by ISEAS-IAS, 14-15 November 2000, Singapore.
２４ 例えばアパレルの分野では、日本のメーカーはタイの業者が「非常によいブラウスは

作れるが、他に何も作れない」と批判している。日本側が期待しているのは、長袖、

半袖、そしてノースリーブといったさまざまな種類のブラウスを作れるようになるこ

とである。
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ポールやマレーシアのような比較的進んだ経済は、すでに資本集約的業種や技術集

約的業種への移行を開始しつつあるが、こうした展開を周辺の経済にも波及させる

ように努めるべきである。一方、ASEANのなかでももっとも発展の遅れた国々、

特にASEANに加盟したばかりでまだWTOに加盟していないような国々２５は、世

界経済の中で未だ取るに足る地位を占めていないため、貿易・投資の促進にあたっ

て困難に直面する可能性がある。こうした国々にとっては、ASEANが現在よりも

もっと統合の度合いが高い、支援能力のあるものになっていくことが必要だろう。

国家の集まりとしてのASEANは、貿易や投資の担い手からみてもっと魅力の

ある地域になっていくよう、努力を払うことになるだろう。１９９７年の危機の結果

として一部のASEAN諸国は、外部環境の変化の負の影響を受けやすくなってい

る。だが、ASEANが今後経済的にどのような途を辿るにせよ、メンバー諸国の経

済の外向性は向上する方向に向かうだろう。最近のグローバリゼーションと地域主

義の流れに鑑みて、ASEAN域内の経済的相互依存関係の向上は、こうした外部環

境の変化に対応するうえで有利である。すべてのASEAN諸国経済はいずれも、

先進国との間の貿易、投資、技術その他の流れに、引き続き大きく依存していくこ

とだろう。

危機後の調整に伴うと現在のグローバリゼーションの潮流を前提とすれば、

ASEANはASEAN自由貿易地域（AFTA）やASEAN投資地域（AIA）などを

推進するにあたって、透明性を確保していく必要がある。AFTAの実現を促進す

るための具体的な措置が必要であると同時に、例外や、国ごとに異なる時限設定

や、その他の混乱を招く措置は最小限にとどめることが必要である。AIAは内国

民待遇とASEAN域内の法制度共通化の問題が十分考慮されれば、一層進んだ枠

組みになることができるだろう。ASEANを一層統合度の高い経済連合に転換させ

ていく必要は、今やこれまでにないほど高まっているのである。これが実現してこ

そASEANは、中国に拮抗しうる、共通の法の支配に置かれた一つの地域とし

て、立ち現れることができるのだ。

ASEANと中国の間には、潜在的には共通の経済的利益が存在していることを考

慮すれば、両者の側での変化を促すような枠組みを追求する必要がある。例えば、

ASEANと中国は外向的な経済という共通の特徴を有しているのであるから、経済

２５ ベトナム、ミャンマー、カンボジア、ラオスなどがこれに含まれる。

第７章 中国と東南アジアの経済的相互関係
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協力によって一層の経済的補完関係を追求することが可能だろう。民間部門も一定

の役割を果たせるような新しい試みもあるかもしれない。ASEANと中国が協力関

係を追求できるような分野は、商品貿易からサービス貿易、直接投資に至るまで、

幅広く存在する。ASEANの側では、資本集約的製品や技術集約的製品、あるいは

中間財、さらには農産物や原材料などに関わる産業開発の面で、一層緊密な協力を

展開することに関心を持っている。こうした協力を通信や金融などのサービス部門

にまで広げていくことも考えられる。こうした部門ではASEANは、中国の対外

開放にも応用できるような経験を有しているのである。

第５節 結論

中国はWTOに加盟することで、一層世界経済との一体化を進めていくことにな

る。これによって生じる新たな課題に直面して、東南アジア諸国を含む多くの国々

は、中国との関係を改めて見直す必要に迫られている。すでに１９９７年のアジア危

機の前から、１９９０年代以来の中国の台頭は、多くのASEAN諸国にとって懸念の

要因となってきていた。危機以降のASEAN諸国は、経済的な打撃を受け、自国

経済内部の信頼性回復に精力を傾けてきている。人民元の切り下げが行われないこ

とによって東南アジア地域経済の一層の悪化が回避されているという一点からみて

も、ASEANと中国の経済的相互関係の強まりは明らかである。

だが、１９９７年の危機以降は、少なくともASEANと中国の間では、経済成長の

格差が意識されるようになってきている。多くのASEAN諸国は、自国経済の調

整を進め成長の推進力を取り戻すため、一定の時間を必要としている。他方中国

は、危機によってさほど影響を受けることなく、今やWTO加盟後には長期的に

ASEANの強力な競争相手になることが予想されるようになっている。中国経済の

自由化と貿易制度の改革は今後一層進展すると考えられ、これによって中国には、

新たなビジネス機会と将来の成長が見込まれる。

中国で起こるこうした変化は、確実に、ASEANが注視する必要があるようなさ

まざまな経済的利害に結びついてくるだろう。ASEANは繊維・アパレル、「その

他の工業製品」、一部の電気・電子製品の部品などの労働集約的製品の分野で、中

１４８



国との競争に備えていかなければならない。多国籍企業の主導で東アジアに新たに

形成されつつある国際的な生産ネットワークの下では、中国と東南アジア地域の競

争関係と補完関係が一層鮮明に意識されるようになるだろう。中国のWTO加盟の

予想される影響は、東南アジア地域にとってのメリットとデメリットが慎重に検討

されるべき重要な問題の一つである。

ASEANと中国は共に世界に向けて対外開放を進めつつある。中国はすでに

WTO加盟への軌道に乗りつつある。一方、ASEANはすでにグローバリゼーショ

ンと地域主義から少なからぬ教訓と経験を学び取っている。双方とも一層の対外開

放を進める必要があることは明らかである。特にASEANは、AFTAやAIAなど

統合に向けての努力を推進するにあたって、域内での連合を一層強めるような方向

をとっていく必要がある。ASEANと中国は今後もさまざまな領域で、経済協力関

係を深化させていく必要があるだろう。

（スティパン・チラーティワット）

別表 ASEANの輸出額の変化：GTAPモデルによるシュミレーション （単位：％）

インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タ イ ベトナム 中 国

農産物合計
エネルギー・鉱産物
植物油・脂肪
飲料・たばこ製品
織 物
衣料品
その他の工業製品
金属・金属製品
輸送機械
電子機器
皮革製品
木材製品
紙製品

化学・ゴム・プラ
スチック製品

サービス

０．２５９
０．０８５
０．４８９
０．３５９
０．３４９
‐１．９７６
０．２９５
０．５２４
‐０．３６４
‐０．２５７
‐１．９２５
０．４６４
０．８６４

０．３５６

０．３４６

‐０．０８８
‐０．００４
０．９７１
２．２６１
０．１９４
‐１．９２０
０．１１３
０．２４９
‐０．２７９
‐０．２７１
‐０．１００
‐０．１０４
０．３９３

０．３４８

０．１９８

０．９２９
０．５６９
０．０５６
０．７３６
０．１９７
‐１．４０８
０．０３６
０．０６４
０．１９０
‐０．３９０
‐２．１５９
‐０．０２８
０．７１４

０．０１０

０．２５４

０．００３
‐０．０８８
０．９４３
０．７６１
‐０．７３３
‐０．７５５
０．１３１
０．４３３
‐０．７４０
‐０．３３０
‐０．８６０
１．２８６
０．０４８

０．２１４

０．０７０

０．１４８
０．６４５
２．２４９
０．２６１
１．４５４
‐２．１７３
０．２８８
０．７７２
０．００３
‐０．２２６
‐１．６３９
０．２１５
０．９０２

０．２９０

０．２８５

０．１６５
０．０７５
３．７６４
３．２２７
０．２３９
‐２．４６１
２．８５８
０．３４９
‐１．０９５
０．１７９
‐０．９０７
１．３７８
５．２０５

１．５７９

０．５６７

‐０．２４２
０．９７８
０．４８８
１．１５０
５．７０７
１５．２４９
３．７３５
１．８７７
２７．２３６
１４．９８２
６．１９５
３．９７４
２．１２９

２．０７４

０．４３７

総 計 ０．０１６ ０．０２５ ‐０．０１２ ‐０．０２７ ０．０３１ ０．００１ ６．１０９

出所：ASEAN Secretariat [2000] : Ibid., op.cit.
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